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資料１ 



本日の内容 

• 「忘れられる権利」について(3-9頁) 

 

• 「忘れられる権利」承認判決と一連の議論(10-35頁) 

- 承認判決(争点①～④) 

- グーグルの対応 

- グーグルの対応をめぐる議論 

- 「忘れられる権利」の論点 

• (参考)アメリカの動向(36-39頁) 

– プライバシー権利章典法草案 

– カリフォルニア州「消しゴム法」 
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* 起源はフランスの法案 
*英国の研究者(VIKTOR MAYER-SCHÖNBERGER氏)による提唱 



「忘れられる権利」について 
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EU(European Union) 

4 
(http://europa.eu/about-eu/countries/index_en.htm) 



1995年データ保護指令の関連条文 
• アクセス権(第12条) 

「加盟国は，すべてのデータ主体に対し、管理者から、次に掲げるも
のを入手する権利を保障しなければならない。 

(b) 適切な場合には、特にデータの不完全又は不正確な性質のた

めに、本指令の規定に従わないで取り扱われたデータの訂正、消去
又はブロック。」 

• データ主体の異議申立権(第14条) 

「加盟国は、データ主体に次の権利を与えなければならない。 

(a)少なくとも第7条(ｅ)号及び(ｆ)号に定める場合には、国内法に別段

の規定がある場合を除き、いつでも自己に関するデータの取扱いに
対して、自己の特定の状況に関連する、やむにやまれぬ正当な理由
に基づき、異議申立てを行うことができること。適法な異議申立てが
あった場合には、管理者が開始した取扱いに、当該データを含むこと
はできない。」 
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第7条 
(e) 公の利益のため、又は、管理者若しくはデータの提供を受ける第三者が授権された公的権限を行使す
るために実施される業務の遂行上取扱いが必要な場合。 
(f)管理者又はデータの提供を受ける第三者若しくは当事者の適法な利益のために取扱いが必要な場合。 



欧州議会(European Parliament) 

• EU法の可決 

• 行政監視 

• 予算案の承認・執行の監視 

• 欧州委員会委員の任命 

• オンブズマンの任命 

定数751名 

閣僚理事会(Council of the European Union) 

• EU法の可決 

• 経済政策の調整 

• 国際協定の締結 

• 予算案の承認 

• 域外・防衛政策 

 閣僚級の加盟国代表で構成 

 議長国は、半年の輪番制(2015
年1月～6月まではラトビア) 

欧州委員会(European Commission) 

• 予算案やEU法の発議権 

• 法執行権 

• 規則制定権 

• 諮問的権限 

• 対外代表権 

 各加盟国より1名ずつ選任(28名) 
 閣僚理事会の指名、欧州議会の承認 

European Union(http://europa.eu/about-eu/institutions-bodies/european-commission/index_en.htm)、駐日欧州連合代表
部「EUの機構」(http://www.euinjapan.jp/union/institution/)より 
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欧州委員会提案の「忘れられる権利及び削除権」(第17条) 

• 「1 データ主体は、次に掲げる理由の一に該当する場合、管理者に対し、とり

わけ、データ主体が児童であった頃に取得可能であった個人データとの関連
で、自らに関する個人データを削除させる権利、及び、当該データのさらなる
拡散を停止させる権利を有するものとする。 

– （a）データが収集され、又は、他に取り扱われる目的との関連で、データがもはや
必要とされない場合 

– （b）データ主体において、第6条（1）項（a）号に基づく取扱いへの同意を撤回した

場合、又は、同意を与えた保存期間を徒過した場合、及び、データを取り扱うため
の法的根拠がもはや存在しない場合 

– （c）データ主体が第19条に基づく個人データの取扱いに異議を申し立てた場合 

– （d）データの取扱いが他の理由により本規則に違反する場合 

• 2 第1項に掲げる管理者が個人データを公開していた場合、管理者は、管理

者が公開に責任を負うデータとの関連で、技術的措置を含め，当該データを
取り扱っている第三者に対し、データ主体がその個人データに関するあらゆ
るリンク、コピー又は複製の削除を要請している旨を通知するためのすべて
の合理的な措置を講じなければならない。管理者において、第三者による個
人データの公開を許可していた場合、管理者は、当該公開に責任を負うもの
とみなされる。」 

7 



欧州議会修正版(忘れられる権利→削除権) 

• 「1 データ主体は、次に掲げる理由の一に該当する場合、管理

者に対し、自らに関する個人データを削除させる権利、当該
データのさらなる拡散を停止させる権利、及び、第三者に対し、
当該データのあらゆるリンク、コピー又は複製を削除させる権
利を有するものとする。 

• 2  1項の管理者は、第6条1項(適法な取扱いのための条件)に

基づく正当化理由なくして個人データを公開していた場合、第
77条(賠償及び法的責任の義務)の規定を損なうことなく、第三

者による削除を含め、当該データを削除するためのあらゆる合
理的措置を講じなければならない。管理者は、データ主体に対
し、可能な場合には、関連する第三者が取った行動を通知しな
ければならない。」 
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「忘れられる権利」をめぐる昨今の情勢 

• グーグルサジェスト事件(2013年～2014年) 

• ヤフー検索結果削除請求事件(2014年～2015年) 

• グーグル検索結果削除請求事件(2014年) 

• グーグル検索結果削除に関する仮処分(2014年) 
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日本 

EU 

アメリカ 

• 「忘れられる権利」承認判決とその後の一連の動き 

• カリフォルニア州で「消しゴム法」制定 

• 消費者プライバシー権利章典法草案 

問題となったのは指令の解釈 



「忘れられる権利」承認判決と 
一連の議論 
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「忘れられる権利」承認判決 

• 欧州司法裁判所大法廷 

• 2014年5月13日 

• Case C-131/12、 Google Spain SL and Google Inc. v 
Agencia Española de Protección de Datos (AEPD) and 
Mario Costeja González 

• グーグル二社に対し、日刊紙の発行元が公開した
ウェブページ上のリンクを削除するよう命じる判断 
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事案の概要 
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ゴンザレス氏は、社会保障費の不履行により不動産を競売された。 

不動産競売広告は、発行部数の多い日刊紙の発行元(ラ・バンガル
ディア・エディシオネス)の2頁分に、 1998年1月と3月に掲載された。 

16年後も、グーグルで検索するとその情報が表示されている。 

ゴンザレス氏は、2010年3月5日、ラ・バンガルディア並びにグー

グル・インク及びグーグル・スペインを相手取り、検索結果から
自己に関する上記表示を削除することを求めて、スペインの
データ保護庁(Agencia Española de Protección de Datos, AEPD)
に苦情を申し立てた。 
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AEPDは、ラ・バンガルディアの公開は適法であると判断する一方で、

グーグル・インク及びグーグル・スペインに対しては、インデックス
から削除するよう命じた。 

グーグル側は、スペイン全国管区裁判所（Audiencia Nacional）に
裁判を起こし、AEPDの決定を取り消すように求めた。 

スペインの裁判所は、欧州司法裁判所に先行判決を求めた。 

※先行判決とは 
加盟国の国内裁判所が、EU法の解釈の確認、明確化の観点から欧州司法裁判所に照
会し、当該加盟国の国内法がEU法に適合しているかを確認することがある。EU法上の

行為の適法性審査を求める場合もある。同観点から国内裁判所が欧州司法裁判所に
対してEUとの関係で照会を行い、同意見を下すことを先行判決（先決的判決）と呼んで

いる。先行判決が下された場合には、照会を行った当該国の裁判所に限らず、他の加
盟国においても同様の事項については拘束されることとなる。 

在ルクセンブルク日本国大使館「欧州連合司法裁判所(概要)」より(http://www.lu.emb-japan.go.jp/japanese/eu/justice.htm) 



争点 

① 検索エンジン事業者はデータを「取り扱」っており、
「管理者」に該当するか。 

② グーグル・スペインはグーグル・インクの「事業所」か。 

③ 検索エンジン事業者の削除義務 

④ データ主体の権利の範囲 
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争点① 
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• インターネット上の公開情報を自動的、継続的、体系的に検索
することで、検索エンジンの事業者は、指令の意味において
データを「収集」している。 

• 事業者がインデックス作成プログラムの枠組みの中で、当該の
データを「読み込み（retrieve）」、「記録し（record）」、「体系づけ
（organise）」、その後自らのサーバー上に「保存し（store）」、場
合によっては、結果のリストの形で利用者に「提供し（disclose）」、
「入手できる」 （make available）ようにしている。 

データ保護指令が定める「取扱い」(processing)に該当する。 

グーグルは、取扱いの目的と手段を決める事業者であることか
ら、「管理者」に該当する。 



争点② 
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データ保護指令の地理的範囲が問題 

グーグル・スペインがグーグル・インクのスペイン領内の子会社で
あることから、指令の意味における「事業所（establishment）」に該
当する。 

非加盟国に拠点を置くが、加盟国に事業所を持つ事業体が運営す
る検索エンジンのためにデータが取り扱われる場合、検索エンジン
が提供するサービスが利益を上げるように、グーグル・スペインが
スペイン内で検索エンジンの提供する広告スペースを売り込み、販
売しようとしているのであれば、その取扱いは、指令が意味するとこ
ろの、その事業所の「活動する状況下で」行われている。 

取扱いが、事業所(グーグルスペイン)
の活動する状況下で行われているか？ 



争点③ 
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個人の氏名に基づき検索が行われる時は、検索エンジン事業者は、プ
ライバシーと個人データ保護の基本的権利に重大な影響を与えること
に責任を負う。 

• 氏名による検索を行えば、検索結果のリストを通じて、その者に関連
するインターネット上の情報の体系的概要(structured overview)を入
手できる。 

• インターネット利用者はそれにより、検索した人物の多少なりとも詳
細なプロフィールを確立できる。 

• 検索エンジンの果たす役割は大きい。 

なぜなら 

したがって 

• 削除義務あり 

• その氏名や情報がウェブページから事前に又は同時に削除されなくて
も、場合によってはページ上の公開自体が適法であっても、削除義務
は存在し得る。 



争点④ 
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指令により、データ主体が、ウェブページ上に表れた自身の関連
情報が一定時間後に「忘れられる」ように望んでいるのを理由に、
ウェブページへのリンクを結果のリストから削除するように請求で
きるか。 

データ主体の請求を評価する際には、とりわけ、データ主体が現
時点で、氏名に基づく検索を受けて表示される結果のリストによ
り、自身の情報と氏名をもはや関連付けるべきでないとする権
利を有しているか否かを審理すべきであり、当該権利を認める
ためには、そのリストに問題の情報を含めることがデータ主体に
不利益をもたらす必要はないという意味に解釈されるべきである。 

*国内裁判所の付託事項 
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データ主体は、EU基本権憲章第7条(私生活及び家庭生活の尊
重)及び第8条(個人データの保護)に基づく基本的権利に照ら
し・・・これらの権利(削除権)は、原則として、検索エンジン事業者

の経済的利益のみならず、一般公衆がデータ主体の氏名に関
連する検索による当該情報を発見する利益に優越する。 

公的生活においてデータ主体が果たす役割のような特別の理由
により、一般公衆が問題の情報にアクセスするという優越的利
益が基本的権利への干渉を正当化させる場合はこの限りでない。 

しかし 

• データ主体の私生活にとって当該公告に含まれる情報が有す
る機微性、及び、最初の公表が16年前に行われたという事実

を考慮すると、データ主体には、当該情報はもはやそのような
リストによる同人の氏名と紐付けられない権利が認められる。 

• 公衆が情報へアクセスするという優越的利益を裏付ける特別
な理由は見られないようである。 

しかし 



グーグルの対応 

20 グーグル透明性レポート(2015 年4月9日現
在)(http://www.google.com/transparencyreport/removals/europeprivacy/?hl=ja) 



リクエストの例(○は削除、×は削除せず) 

○ 夫の殺人に関する数十年前の記事の削除請求(伊) 

○ 性犯罪被害者の情報削除請求(独) 

× 職務上の金融犯罪で逮捕された個人に関する最近の記事へ
の 20 件のリンクに関する削除請求(伊) 

× インターネットに不名誉な内容を投稿したメディア関係者から、
その内容を報じる記事への 4 件のリンクに関する削除請求(英) 

○ 数十年前の犯罪を取り扱った3つのリンクの削除請求(伊) 

× 職務上の性犯罪によって解雇された個人から、解雇に関する
記事へのリンクの削除請求(英) 

△ 医師から、医療ミスに関する新聞記事への 50 件以上のリン
クの削除請求(英) ※医師の個人情報を含み医療ミスについて言
及していない 3 件のページは削除、医療ミスに言及している記事
は削除せず。 

21 

前掲・グーグル透明性レポートより 



× 個人から、福祉事業の悪用を非難する一般市民の抗議行動
についての記事やブログ投稿への 50 件以上のリンクに関する削
除請求(蘭) 

○ 自ら公開した画像を無断で再投稿された女性から、当該ペー
ジへのリンクに関する削除請求(伊) 

× 個人から、当該個人が引き起こした不正行為について国の機
関が公式に発表した文書へのリンクに関する削除請求(伊) 

○ ある人物の有罪判決の決定要旨を載せたニュースのリンクに
関する削除請求。※犯罪者更正法に基づき一定期間が満了した
ため削除(英) 

× 公務員から、当該個人の免職を求める学生組織の嘆願書へ
のリンクに関する削除請求(英) 

× 職務上の性的虐待の疑いで捜査を受けた元聖職者から、そ
の捜査に関する記事への 2 件のリンクに関する削除請求 (英) 

○ ある男性が未成年として参加したコンテストを取りあげた記事
の削除請求(ベルギー) 

 

 

 

22 前掲・グーグル透明性レポートより 



グーグルの削除に関する方針 

Q コンテンツが削除されたときに、ウェブマスター
に知らせていますか？  

A Google のポリシーでは、サイトのページが法的
なリクエストに基づいて検索結果から削除されると
きは、ウェブマスターに通知することになっていま
す。Google では透明性を維持するために、この通
知を行っています。その際に、削除をリクエストした
個人のプライバシーを尊重するため、リクエスト元
の名前ではなく、影響を受ける URL のみを送信し
ています。  
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グーグル「検索に関する欧州のプライバシー よくある質問」
(http://www.google.com/transparencyreport/removals/europeprivacy/faq/?hl=ja#are_you_letti
ng_webmasters)より 



続き 

Q 削除をリクエストできるのはどのような人で
すか？ 

A 個人は欧州データ保護法に従って検索結果

の削除をリクエストできます。また、法的に代理
でリクエストする権限があることが認められれ
ば、代理人がリクエストすることもできます。  
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グーグル・前掲「検索に関する欧州のプライバシー よくある質問」より 



25 
(http://www.theguardian.com/football/2010/oct/29/dougie-mcdonald-sfa-warning-penalty-celtic) 
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Google.com Google.co.uk 

2014年7月2日付ガーディアン紙より(http://www.theguardian.com/commentisfree/2014/jul/02/eu-right-to-be-forgotten-guardian-google) 
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(http://www.bbc.co.uk/blogs/legacy/thereporters/robe
rtpeston/2007/10/merrills_mess.html) (http://www.bbc.com/news/business-28130581) 



グーグルの対応をめぐる議論 

• 2014年7月30日 英国貴族院のEU委員会による報
告書「忘れられる権利？」 

• 2014年7月31日 英国情報コミッショナーによる書簡 

• 2014年9月18日 欧州委員会によるファクトシート 

• 2014年11月26日 第29条作業部会による判決の実
施に関するガイドライン 

• 2015年2月6日 グーグル諮問委員会の報告書 

28 

日本では、2015年3月30日にヤフーが削除基準を公表 



EU委員会(英国貴族院)の批判 

• 指令も、裁判所による指令の解釈も・・・通信サービス事業の現状を反
映していないことは明らかである。 

• プライバシー権を根拠として、正確かつ適法に入手できるデータへのリ
ンクを削除する権利をデータ主体に与えることは、合理的ではなく、可
能でもない。 

• 欧州委員会で提案され、欧州議会がより強い理由から修正を提案した
「忘れられる権利」は、去らなければならないとする英国政府の見解に
同意する。それは本質的に曖昧であり、実際の運用に耐えない。 

• 政府において、新規則の「データ管理者」の定義が、検索エンジンの一
般ユーザーを含まないことを明確にするよう修正すべきである。 

• 検索エンジンはデータ管理者に分類されるべきではないと主張する強
力な論拠がある。それらの論拠は反駁しがたい 。 

• 政府において、規則では、欧州委員会のいう「忘れられる権利」や欧州
議会のいう「削除権」に沿ったあらゆる規定をもはや含まないようにす
るという政府表明を保持すべきである。 
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第29条作業部会指針 

• データ管理者としての検索エンジン事業者 

• 基本的権利と経済的利益の間の公正な均衡 

• リスト削除が情報へのアクセスに対して与える影響は限定的で
ある。 

• 元のソースからは情報は削除されない。 

• データ主体は、検索エンジンへの権利を行使する際に、元の
ウェブサイトに連絡する義務を負わない。 

• 本人の氏名以外の検索には影響がない。 

• リスト削除決定の地理的影響(.comを含む全ての関連ドメイン) 

• 特定のリンク削除に関する利用者及びウェブサイト管理者への
通知は、限定的な場合にのみ受容できる。 
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グーグル諮問委員会の削除基準 
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① データ主体の公的役割 
一般的に、個人は、次の3つのカテゴリーに分けることができる。 
・ 明確に公的役割を担う人物（政治家、CEO、著名人、スポーツ選手、著名人等）
については、削除は肯定されにくい。 
・ 公的役割が認識できない人物については、削除が肯定されやすい。 
・ 限定的又は特定の分野でのみ公的役割を担う人物については、情報の内容に
よって判断される。 

② 情報の性質 
(1) 個人の強いプライバシーがあるとの判断へ傾く情報 
・ 私的な又は性生活に関する情報 
・ 個人の経済的情報 
・ 個人的連絡先（電話番号、住所又は類似の情報、ID 番号、暗証番号、パスワー
ド、クレジットカード番号 
等）に関する情報 
・ 未成年者に関する情報 
・ 虚偽である、不確かな連想をさせる、又はデータ主体を危険にさらすような情報 
・ 画像やビデオにより、データ主体への個人的関心を煽る情報 

今岡直子「「忘れられる権利」をめぐる動向」表5 国立国会図書館調査と情報(2015年3月10
日)(http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_9055526_po_0854.pdf?contentNo=1) 参照 

http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_9055526_po_0854.pdf?contentNo=1


② 情報の性質 
(2) 公衆の利益があるとの判断へ傾く情報 
・ 政治的演説、市民の参加、又は統治に関する情報 
・ 宗教上又は哲学上の演説 
・ 公衆の健康又は消費者保護に関する情報 
・ 犯罪行為に関する情報 
・ 公衆の利益に関わる問題についての議論に寄与する情報 
・ 事実又は真実である情報 
・ 歴史的記録として不可欠な情報 
・ 科学的探究又は芸術表現として不可欠な情報 

③ 情報の出所（source） 
情報源と公表の動機について考慮する。 
・ 報道基準やベストプラクティスに沿った報道目的により公表された場合は、公衆の強い利益
が認められる。 
・ 認知されたブロガーや評判の良い個人作家により公表された場合は、公衆の利益が認めら
れる傾向にある。 
・ データ主体自ら又はデータ主体の同意に基づき公表された場合は、データ主体自らが、直接
的に当該情報 
が掲載された元のウェブページを削除できることが多い。 

④ 時の経過 
・ 犯罪事実は、時が経過しても依然、公衆の利益が継続する場合もある（詐欺行為、性的犯罪
など）。 
・ 公的役割を担う人物については、時が経過しても、公衆の利益はある。 
・ データ主体の子どもの頃に関する情報は削除される傾向にある。 
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今岡直子「「忘れられる権利」をめぐる動向」表5 国立国会図書館調査と情報(2015年3月10日) 参照 



グーグル諮問委員会報告書(サイト管理者への通知) 

• 削除決定はメディアの権利及び利益に厳しい影響を及ぼす
懸念がある一方で、削除を請求するデータ主体を確認できる
場合は、プライバシー権に悪影響を及ぼすかもしれない。 

• 善良な実務としては、検索エンジンは法が認める範囲で発信
者に通知すべきである。 

• 実際の削除決定に至るに先立ち、検索エンジンがサイト管
理者に通知することが適切な場合もある。実現可能であれ
ば、問題となっている情報に関する追加的状況を検索エンジ
ンに伝える効果を持ち、削除決定の正確性を高めるであろう。 
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グーグル諮問委員会報告書(地理的影響) 

• 多くの検索エンジン事業者は、ドイツの利用者にはgoogle.de、
フランスの利用者にはgoogle.fr.のように、国別バージョンを運
営している。欧州の利用者が「www.google.com」とブラウザに
入力しても、通常は自動的に地域バージョンに転送される。
欧州発信の全クエリの95％以上は、検索エンジンの地域バー
ジョンに関するものである。原則として、欧州の検索バージョ
ンに削除を適用すれば、現状、データ主体の権利は適切に守
られる。 

• 世界を含め、欧州諸国以外の利用者に向けた検索バージョン
に削除をすれば、データ主体の権利をより完全に保護できる
かもしれない。しかし、データ主体への追加的保護と競合する
利益(情報にアクセスする利用者の利益)が優越する。 

• 国別バージョンによる削除は、この段階では本判決を実施す
る適切な手段である。 
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「忘れられる権利」の論点 

• 「忘れられる」権利と従来のプライバシー論議 

• 本判決から得られる示唆(権利者偏向型) 

• ×「忘れられる」 ○「忘れやすくさせる」 

• 「検索エンジン事業者」が負うべき責任 

• 無編集メディア→編集メディア 

• 削除の基準(主体、情報、情報源、「時の経過」など) 

• 削除基準の統一性 or 多様性 

• 掲示板管理者と検索サービス事業者、検索結果と
サジェストの違い 

35 

今岡・前掲「「忘れられる権利」をめぐる動向」、森亮二「検索とプライバシー侵害・名誉毀損に関する近時の動
向」法律のひろば第68巻3号(2015年3月)51頁以下、矢野直明「「忘れられる権利」って何？ヤフーが検索情報
削除の新基準を作った理由」PRESIDENT Online 2015年4月10日(http://president.jp/articles/-/14981)など。 



(参考)アメリカの動向 
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プライバシー権利章典法草案 

第106条 アクセス及び正確性 

(1) 総則 

各対象事業者は、個人から請求を受領した後の合理的期間内に、
当該個人に関して当該事業者が管理する個人データの正確性又
は完全性を争い解決するための手段を当該個人に提供しなけれ
ばならない。紛争解決手段は、当該個人データに関わる個人に対
するプライバシーリスク及び不利な措置のリスクに照らして合理
的かつ適切でなければならない。 
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*不利な措置：融資の拒否、融資条件変更の拒否、(就職関係の)採用拒否など 

(2) 訂正又は修正拒否の選択 

対象事業者が、個人に対する不利な措置に至ることが合理的にあり得ない目的のた
め、個人データを利用又は提供する場合、対象事業者は、個人データの訂正又は修
正を拒否できる。対象事業者が個人データの訂正又は修正を拒否する場合、対象事
業者は、請求者の請求及び認証に基づき、45日未満とする必要はないが合理的期間

内に、対象事業者が保有する当該個人データを破棄又は削除しなければならない。た
だし、データが(b)項(2)号(A)に基づき適用除外される場合はこの限りではない。 



消しゴム法(カリフォルニア州) 

• 2013年9月23日成立、2015年1月1日施行 

• オンラインサービス等の運営者であって、児童（州
内に居住する18歳未満の自然人）向けのものを提

供する者は、児童がそれらのサービスを利用してい
るという現実の認識を有している場合には、次の措
置を講じる義務を負う。 
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- 利用者登録をした児童が当該サービスやサイト等に投
稿したコンテンツ情報を削除できるようにする。 

- 削除できる旨を児童に伝える。 
- 削除方法を明確に児童に説明する。 

- 当該削除が完全又は全体的なコンテンツの削除を保証
するものではない旨を児童に伝える。 



ただし 

• 児童が投稿した情報を第三者が保存、再公開又は
再投稿した場合を含め、当該児童以外の第三者が
保存又は投稿したコンテンツである場合 

• 児童の投稿したコンテンツを運営者が匿名化し、児
童を個人識別できないようにした場合 
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などはこの限りでない。 


